
WEB説明会にご参加を頂き、ありがとうございます。
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目次の内容に基づいて順番に説明します。
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売上高比較：
FY20年度実績：
TRSセグメント：商用車機器事業の需要減（約20億円）及び航空機器事業の需要減（約
40億円）により、対前年比で減収した。
ACBセグメント：対前年比で約60億円の減収。年初に計画した通りオリンピック開催に
伴う自動ドアの需要減及びプラットホームドアの需要が減少し、20年の売上は対前年
比で40億円減収したことに加え、新型コロナによる移動制限による、欧米市場での建
設遅れなどの影響をうけ、約20億円の減収。
ACBセグメントの売上減少はおおむね年初計画どおりであるものの、CMPセグメントの
売上は、年初計画通りに成長できず、新型コロナ影響によりTRS及びMFRセグメントの
売上も年初計画通りに成長できなかった。そのため連結全体で対前年比で104億円の
減収。
FY21年度の見通し：
CMPセグメント：129億円の増収を見込む。
TRSセグメント：引き続き、新型コロナの影響による減収を見込む。
ACBセグメント：一時的に、プラットホームドアの案件減により、減収を見込む。
営業利益比較：
FY20年度の実績：非事業用不動産の売却により対前年比で増益。非事業用不動産の
売却益及びOVALOの減損損失を除くとほぼ前年並み。
FY21年度の見通し：20年度に発生した非事業用不動産の売却益やOVALO社の減損損
失を除いて、対前年比で約20億円の増益。
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外部環境：
20年は新型コロナにより、各事業で需要減退がみられたものの、建設機械の中国向け
は需要が増加するなど、恩恵もある。

社内の取り組み：

在宅勤務や輪番勤務制などの実施により出勤率を抑制し、特に緊急事態宣言時の出
勤率は20％以下に。

各工場ではほかの部署や事業所の人員を受け入れない対策などを徹底し、工場稼働
を続けることができた。
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金融損益の増加は主に、ハーモニック・ドライブ・システムズ社の新株予約権の評価益
によるもの。

持分法投資利益の増加は、繊維機械の持分法適用会社TMTマシナリ―社の利益増加
によるもの。
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新型コロナによる移動制限により、通勤や出張などの経費（約8億円）を一時的に削減し
た。

17年から取り組んでいる業務改革や働き方改革により、営業利益を約7億円を押し上げ
た。
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TRSの実質減益は5億円、ACBは前年比減益も、計画と比べると収益改善。
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売上債権は売上増により前年比で増加した。
参考：19年4Q（10-12月）連結売上は約233億円に比べ、20年4Q （10-12月）連結売上は
約300億円になり、前年同期比で60億円増収。売上債権の増加幅は適正と考える。

棚卸資産の回転日数は、対前年比で約4日間を短縮した。

社債は減らないが、借入金は、対前年比で減少した。
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2021年の見通し（B）：ハーモニック・ドライブ・システムズ社の株式評価益を除く
2021年の見通し（C）：ハーモニック・ドイブ・システムズ社の株式評価益を金融損益に計
上。
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2023年を期限とする新株予約権の買い取り請求権を今般行使し、協業解消に至った。
これに伴い、保有するHDS社株式を売却する。
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売上：
CMPセグメント：精密減速機事業の売上はほぼ18年レベルに回復する見込み。
TRSセグメント：航空機器事業の需要は停滞する見通し。
ACBセグメント：国内向けのプラットホームドアの需要は一時的な減少を見込む。

営業利益：
TRSセグメント：減収の影響があるものの、 20年に発生したOVALOの減損を除いて、営
業利益はほぼ前年並みを維持する見通し。
本社費：20年に実行できなかった研究開発を21年に継続することにより、研究開発費
増加を見込んでいる。
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設備投資：
20年に浜松新工場（精密減速機）用土地の取得（57億円）を除いて、約100億円の設備
投資を実施。実質の設備投資は前年比で減少した。
21年の設備投資は127億円の見通し。主に環境対応等の設備投資。

投資キャッシュフロー：
ハーモニック・ドライブ・システムズ社の株式を売却することによる、預り金の増加。
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財務基盤強化（手元資金の流動性の確保）

新型コロナによる厳しい外部環境の中、自社、グループ及びサプライヤーのため、手
元資金を確保して、万が一の時に備える。使わない場合、株主還元にする可能性もあ
る。

（株式売却の差額調整）
売却期間は1.5年間に渡るため、株価は下がることもあり、差額調整に備える。

将来売却予定株式の売却益はすべて、成長投資に使う予定。
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環境への取り組みについて、17年からCO2排出量を削減するため、省エネや創エネに
取り組んでいる。17年～18年に太陽光発電システムを導入し、19年から創エネの効果
が出てきた。これらにより、2020年まで5年間の目標を19％超過達成した。

2030年の長期目標は、 「2℃シナリオ」対応する計画であり、2015年のCO2排出量を基
準に30％削減するコミットメントとしている。

1.5℃シナリオに対しても検討を開始しており、21年内での目標設定を見込んでいる。
既に、老朽化設備の更新や太陽光発電の導入を継続していく。
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帝人製機とナブコの合併により、当社が誕生して間もなく20年になる。
2005-2014年の長期ビジョン‘’グローバル企業集団‘’を早期に達成した。

2012年-2020年の長期ビジョン‘’ベストソリューションパートナー‘’では、顧客が求める
ものやご要望に着実に応え、顧客らかも当社はパートナーのような存在だと感じていた
だけていると思う。

2021年- 2030年の長期ビジョンでは、一歩踏み込んで‘’イノベーションリーダー‘’を掲
げた。顧客が気が付いていないものについても積極的に開発、提案し、当社の存在意
義を高めたい。
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2030年ビジョンとする「未来の“欲しい”に挑戦し続けるイノベーションリーダー」に向け
て、3つの柱を追求していく。

・コア技術をより発展させて、進化させること。
・グローバル化：現在、海外向け売上は連結の売上の50％。まだ、海外市場の開拓を
進める余地がある。

・以前のビジョンに取り上げず、現行中期経営計画にて取り組みを進めているテーマと
して、社会貢献（SDGｓ＆ESG）を新ビジョンでも意識している。イノベーションを通じて社
会課題の解決にも注力したいと思う。
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21年に新中期計画（2022年 - 2024年）を策定し、各種KPIを定めていく。
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